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1．はじめに 

 地方都市では、人口減少が進む中、自然リスクも高ま

っており、これらに対する土地利用施策、交通施策、住 

宅施策、防災施策等の都市施策の策定が急務となってい

る。一方、近い将来、自動運転車等の新たな移動手段・

サービスの普及が見込まれる。これらの施策評価、影響

分析のための手法として、将来時系列の人口分布推計が

可能な都市モデルがある。しかし、既存の都市モデルで

は、土地・住宅市場における需要、供給が地代・家賃の

関数として簡易的に表現されており、土地・住宅市場の 

実態を反映したものになっていない。 

 土地・住宅市場の実態を分析した既往研究としては上 

村 (2003)1)、前川（2004）2)、山崎ら（2003）3)、西山（2013）
4)などがある。上村は、市場で売れ残りとなった流通空

き家の地域的差異やその多寡の要因について明らかにし

ている。前川は、住宅市場を物件登録市場であると捉え

て、この市場における取引のモデルを検討し、価格がば

らつく可能性を示唆した。山崎らは、日米の持家居住者

の住宅選択行動と住宅寿命観を比較・分析し、日本の戸

建住宅購入者の実態を明らかにしている。西山は、宇都

宮市における住宅市場の方向性について示している。し

かしこれらの研究は、都市モデルの改良を意図 

したものではない。 

 そこで本研究は、地方都市を対象にヒアリング調査や

アンケート調査を実施し、その結果を用いて、住宅タイ

プ毎の土地・住宅市場の実態把握を行い、住宅タイプ毎

の需要・供給行動、均衡・不均衡の実態を反映した新た

な都市モデル構築のための基礎資料とすることを目的と

する。対象都市は、全国の人口 20～60 万人の地方都市の

中から、西山（2013）などの研究蓄積がある宇都宮市 

とする。 

 

2．土地・住宅市場の需要・供給の実態調査 

2.1 概要 

統計データに基づき、宇都宮市の住宅市場の特徴を全

国の全都市、県庁所在都市と比較して整理するとともに、

買い手側の住宅の需要の実態を把握するためのアンケー

ト調査、供給側の実態把握のための住宅情報サイトに基

づく物件情報の調査を行う。 
アンケート調査では、宇都宮市の世帯を対象に、個人

属性、住宅情報、転居意思（将来の住宅タイプ）を尋ね 

る。調査は、民間リサーチ企業に依頼して、企業のモニ

ターを対象とする Web 調査形式で行う。調査の質問項

目・回答形式を表－１に示す。 
表－１ 住民アンケート調査の質問事項・回答形式 

質問事項 回答方式 

個人属性 

（性別・年齢・配偶者・子供） 
選択・記入式 

住宅情報 

（住宅タイプ・築年数・家賃・入手方法） 
選択・記入式 

転居意思 

（将来の理想住宅） 
選択・記入式 

 
2.2 統計データからみる宇都宮市の特徴 

平成 30 年度住宅・土地統計調査のデータに基づく宇都

宮市と三大都市圏・地方中枢都市を除いた県庁所在地、

全国の全都市の住宅種類別の住宅数の比較を表－２、持

家住宅の入手方法の比較を表－３に示す。 
表－２ 住宅種類別の住宅数 

 

出典）平成 30 年度住宅・土地統計調査より作成 
表－２より、宇都宮市における住宅の特徴は、持家戸

建住宅と借家集合住宅の割合が高いことである。一方、

持家集合住宅の割合は、他の県庁所在地や全国と比べて

も低い。これは戸建住宅を好む傾向が高いからであるで

あると考えられる。 
表－３ 持家住宅の入手方法 

 
出典）平成 30 年度住宅・土地統計調査より作成 

表－３から、宇都宮市の持家住宅の手方法で最も多い



のは「新築」で、全体の４割近くを占めている。このこ

とから、全国や他の県庁所在地に比べて、宇都宮市は新

築志向が強いと考えられる。 
 

2.3 アンケート調査結果 

アンケート結果の一部抜粋を表－４～７に示す。 
表－４ 現在住んでいる住宅タイプ 

 
 

表－５ 居住年数 

 

 
表－６ 希望する転居先 

 
 

表－７ 希望する住宅タイプ 

 
表－６から、転居意思のある人は全体の 30％であり、

市内を転居先に考えている人は全体の約 13％であるこ

とが分かる。 
 

2.4 住宅情報サイトからみる供給の実態 

供給側の実態把握のために、住宅情報サイトに掲載さ

れている物件情報から宇都宮市の特徴を掴む。本研究で

は、住宅情報サイト SUUMO を参照する。建物の種類別

の掲載数をまとめたものを表－８に示す。 
 

表－８ 宇都宮市における販売物件数 

 

 
表－８から、宇都宮市において販売されている物件は、

集合住宅（賃貸）が約 95％と高い割合を占めていること

が分かる。 
 
3．土地・住宅市場の均衡・不均衡に関する考察 

アンケート結果と住宅情報サイトで得た情報から、宇

都宮市の土地・住宅市場の均衡・不均衡の実態を明らか

にする。アンケート結果から、宇都宮市に住んでいる人

の約 13％が市内で引っ越しを考えているという結果に

なった。宇都宮市の人口は 518,573 人であるため、約

67,415 人程度に転居意思があると考えられる。しかし、

市内で販売されている物件数は 64,205 であり、需要が供

給を上回る結果となった。また、表－７・表－８から住

宅タイプ別に需要・供給の関係を比較してみると、宇都

宮市の販売物件数は 2％にも満たないが、需要は戸建て

（持ち家）が約 40％を占めている。これは新築戸建て販

を好む市民の傾向が反映されていると考えられる。それ

に比べ、集合住宅（賃貸）の販売物件数は約 95％となっ

ているが、需要は約 35％となっている。このことから宇

都宮市では、空き部屋が多数存在しており、集合住宅（賃

貸）の余剰が明らかである。 
 

4．おわりに 

本研究では、宇都宮市の住宅市場の特性を捉え実態を

明らかにした。統計データや、アンケート結果から戸建

ての需要が高いため、市では戸建て向けの支援策を強化

していくことが必要であると考えられる。 
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